
別表第１（第５条関係)

【事務事業の基本的事項】
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予 算 費 目

運 営 方 法

市民サービス
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自治事務
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直　営

公共事業

53.0
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・下水道認可区域内に居住する住民、事業所等
・玉川・桧木内川及びその支流

補　助

％

項　　　　　目

99

100.1%
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91.5%

273,666

20年度決算額(千円)

351,661

98.7%

19年度決算額(千円)

・下水道管渠（汚水管）の整備

安心・安全で潤いのある生活環境のまち

公共下水道事業費

総合計画の
ページ

内部管理

継続

下水道事業特別

施設維持管理

直営（一部民間委託）

平成

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

基本計画 下水道の整備と水洗化の普及

公共下水道の整備

施策の大綱
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【事務事業の今までの成果】

【事務事業を取巻く環境】

【一次評価】

※一次評価の判定がＢ～Ｄのときは、下記に必ず記入すること。

【二次評価】

今後の事業計画を明確にするとともに、加入率の向上対策が必要と考えます。

判 定

Ｂ１

Ｂ３

Ｅ

　角館地区については認可区域の拡大について検討

Ｃ３ 大幅な見直しの上で継続（縮小）

判 定 に 至 っ た 理 由

Ｃ２

Ｂ１ 見直しの上で継続（拡大）

Ｂ２

終了（完成及び目的を達成し終了した事業）

【具体的な今後の取組内容（改善の方向性、対象、意図、手段等について記載すること。）

見直しの上で継続（手段改善等）

見直しの上で継続（縮小）

Ａ 現状のまま継続（実施）

　生活環境改善及び水質保全からも継続し
て整備が必要
　角館地区については認可区域の拡大につ
いて検討

Ｂ１
Ｄ 休止・廃止（統合を含む）を検討する事業

大幅な見直しの上で継続（手段改善等）

Ｃ１ 大幅な見直しの上で継続（拡大）

判 定 事 業 の 方 向 性 判 定 に 至 っ た 理 由

国・県・他自治体の動向

　認可面積　　　　　　　　　５６１ｈａ
　整備済み面積　　　　　　　４５３ｈａ
　処理可能人口　　　　　１０，３９５人
　水洗化人口　　　　　　　５，５９９人

　下水道事業を取り巻く状況が変化してきていることから社会情勢に対応し
た整備構想の検討を実施中

事業に対する市民の意見
（事業に対する期待、要望、苦情等）

　環境保護意識の高まりを背景に下水道事業の必要性は認識しているが、整
備のための莫大な事業費用及び個人に賦課される受益者負担金について一部
住民からの理解が得られていない。
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